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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2018 年２月号（Ｎｏ．９８） 

インド景気は回復基調にある。まず、２０１７年１１月の鉱工業生産指数は前年比+８．４％（前月は同+２．０％）

と約２年ぶりの高い伸びとなった。次に、２０１８年１月の製造業ＰＭＩは５２．４と６か月連続で中立水準の５０を上

回り、製造業の景況感も足元で改善している。内需をみると、２０１７年１２月の新車販売台数は前年比+５．２％と

２か月続けて増加した。外需についても、同月の輸出が同+１２．４％と前月（同+３０．６％）に比べて減速したもの

の、２桁増を維持した。こうした実体経済の改善を背景に、インドの長期金利は２０１８年１月に一段と上昇した。 

【今月のトピック：農業対策や健康保険の拡充を柱とした予算案が公表】 ２月１日に、２０１８年度（２０１８年４月～２０１９

年３月）の政府の予算案が公表された。政府は独立７５周年にあたる２０２２年までに農民の所得を倍増させる計画を進め

ており、農産物の生産コストの１．５倍の販売価格を保証する仕組みを新たに導入する意向である。このほかに、５億人の

貧困層を対象に、最大年間５０万ルピーの医療費を公費が負担する健康保険が創設される。政府は積極的な財政支出の

拡大の結果、２０１８年度の経済成長率は７．０～７．５％へ加速すると予想している（２０１７年度は６．８％の見通し）。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2018 年２月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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